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【質問】建築材料を建設会社などに販売してい

る会社を経営しています。 A建設会社とはこれ

まで、 500万円程度の取引を3回して、いず

れも、約束通り代金の支払いをしてくれました。

今回は、大きな建築現場で使う資材の注文を受

けて、売掛金が3000万円となりました。と

とろが、「建築主が工事代金を払ってくれない

ので、売掛金の支払いを待ってほしし、」と言わ

れました。私は、社長が個人保証してくれると

とを条件に、待っととにしました。ととろが支

払期限がきても、支払われないので調べたとと

ろ、自宅に最近抵当権設定登記がなされていま

した。売掛金を回収するためにはどうしたら良

いですか。

【回答】 固まずA建設会社の資産状況と社長の

自宅の権利関係、資産価値を確認する必要があ

ります。そして急いで売掛金の請求をすべきで

す。相手方が誠意を持って、支払い方法を説明

するなら交渉で回収することも可能かもしれま

せん。しかし、難しいならすぐに弁諮士ヘ委任

し、法的手続きを取ってください。

固法的手続きとしては、民事訴訟を提起し判

決をもらうことを目指します。判決に至る途中

で、裁判所が聞に入り和解手続き(話し合いに

よる解決)に進むことが多いと思います。相手

方が支払っていけるような確実性がある内容な

ら和解による解決もいいでしょう。この場合、

和解調書を作成して終了します。和解調書は判

決と同等の効力があり、これに基づいて強制執
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行もできます。しかし、このような和解ができ

なければ、できるだけ早く判決をもらうべきで

す。

困本件のような事例の判決では、 A建設会社

と社長に対して金銭の支払いを命じ仮執行宣言

が付けられます。この宣言が付けられると、す

ぐに、 A建設会社及び社長の財産(不動産、預

貯金や売掛金などの債権、自動車などの動産)

を対象に民事執行法に基づき強制執行ができま

す。この場合、一番困るのは強制執行すべき対

象となる財産が見つけられないことです。令和

2年4月1日改正法では、①財産開示手続の見

直し(財産開示手続について、出頭しなかった

りした場合には、刑事罰が科され得ることにな

りました)②第三者からの情報取得手続(不動

産に関する情報取得手続、給与債権に関する情

報取得手続、預貯金債権に関する情報取得手続)

ーが新設されました。

回本件では、社長の自宅不動産に抵当権設定

登記がなされてしまったことが惜しまれます。

早い段階で、保全手続を利用し自宅の仮差押え

をして、その後の処分ができないようにしてお

くべきだ、ったと思います。勿論、この不動産に、

すぐに抵当権設定登記をしておく方が良かった

のですが、仮差押えとは、相手方の財産を仮に

差押さえて、その後、第三者に売却したり、抵

当権設定登記などの処分を止めることができま

す。後日、勝訴判決を得てから、その不動産を

競売して回収を図ることが可能です。


